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「みやぎ障害者プラン」の成果報告について 宮城県障害福祉課

（１）位置づけ

・ 障害者基本法第11条第２項の規定に基づく我が県における障害者のための施策に関する基本的な計画

・ 宮城の将来ビジョン等に掲げられた政策の方向性等を実現するための個別計画

（２）計画期間

（３）基本的な考え方

○ 基本理念

①「共に生活するために」

②「いきいきと生活するために」

③「安心して生活するために」

だれもが生きがいを実感しながら、
共に充実した生活を 安心して送ることができる地域社会づくり

１ 前期プラン（H30～R5）の概要
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年度
計画名

Ｈ３０ Ｒ元 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ１０ Ｒ１１

国 障害者基本計画 第４次 第５次 第６次

県
みやぎ障害者プラン 前期プラン（６年） 今期プラン（６年）

障害福祉計画 第５期 第６期 第７期 第８期
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（４）全体構成

【体系イメージ】★：重点施策

○：各論における施策の方向性
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第１章 共に生活するために

第１節 「心のバリアフリー」の推進

第２節 「情報のバリアフリー」の推進

第３節 誰もが住みやすいまちづくりの推進

第２章 いきいきと生活するために

第１節 活動・活躍の機会創出と参加促進

第２節 多様なニーズに対応したきめ細かな教育の充実

第３節 雇用・就労の促進

第３章 安心して生活するために

第１節 相談支援体制の拡充

第２節 生活安定のための支援

第３節 在宅・施設サービス等の充実と提供体制の整備

第４節 保健・医療・福祉等の連携促進

第５節 防犯・防災対策の充実

障害のある人の現状等に基づき、計画期間中（平成３０年度から令和５年度まで）において、特に重点的に取り組む課題
等を「重点施策」として記載するとともに、基本理念に基づく３分野（「共に生活するために」、「いきいきと生活するた
めに」、「安心して生活するために」）ごとに、今後の取組の方向性等を記載する「各論」で構成
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２ 前期プラン（H30～R5）の重点施策の検証

重点施策１ 障害を理由とする差別の解消
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【プラン掲載内容】
県では、差別解消法の施行に併せ、県職員の対応要領を策定するとともに、障害を理由とする差別に関する相談窓口の設置、

市町村や関係機関等と連携した相談・紛争防止体制の整備を推進してきました。
今後は、引き続きこれらの施策の充実を図りながら、個別の相談事例の収集・分析等を通じた望ましい対応の共有や、障害

及び障害のある人に対する県民の一層の理解促進と周囲の人々の配慮の促進に取り組みます。

（１）主な推進施策の取組状況
①行政機関等における配慮
・平成２８年度に県が策定した「障害を理由とする差別の解消の推進に関する対応要領」に基づき、管理職や新任職員に
対し、「障害者差別解消法」や令和３年に県で制定した「障害を理由とする差別を解消し障害のある人もない人も共生
する社会づくり条例（以下「共生社会づくり条例」）について内部研修を実施し、障害の社会モデルや合理的配慮につい
ての理解を促した。

・県が主催する会議や各種行事等について、手話通訳や要約筆記、資料点訳等の合理的配慮の提供を行うとともに、県の
窓口に遠隔手話通訳やコミュニケーション支援アプリケーション（ＵＤトーク）を導入したタブレット型端末を設置した。

・視覚障害者向けに点字又はＣＤによる県政だよりを配布した。
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②普及啓発・広報活動の推進
・みやぎ出前講座のメニューに障害者差別解消法を掲載しており、要望があれば民間団体等に出向き、出前講座を実施した。
・障害者に対する県民の理解を促進するため「心の輪を広げる体験作文」及び「障害者週間のポスター」を公募するととも
に、受賞作品等の展示を行い、障害に対する理解促進の促進に取り組んだ。

・県庁内での就労支援事業所の販売会（働く障害者ふれあいフェスティバル）においてブースを設けてヘルプマークの配布、
普及啓発を行った。また、歩行が困難な障害者などに対して、公共施設や商業施設などに設置されている障害者用等の
駐車区画の利用証を交付した。

・「共生社会づくり条例」制定を機に、「障害を理由とする差別解消のための体制整備」や「共生社会の実現」のための
施策として、令和３年度から以下の事業に取り組んだ。
① 障害を理由とする差別の解消に向けたリーフレットの作成

小学校において総合的な学習の時間等で使用することを想定した一般県民向けのものと、事業者向けのものの２種類
を作成した（事業者向けのものについては、「商品販売・サービス分野編」「交通・不動産分野編」の２種類を作成）。
上記の他、手話の普及啓発用リーフレットや合理的な配慮のための環境整備事業（R3～R5実施）の事例集も作成。

② ラジオ放送による普及啓発（Ｒ３）
令和３年６月からＤａｔｅＦＭで、障害を理由とする差別の解消について放送を行っており、令和４年３月までに計

２８回実施した。
③ スマートフォンアプリを活用した助け合い実証事業（Ｒ３～Ｒ５）
学生など若い世代に働きかける取組として、スマートフォン用アプリを活用した手助けを必要とする人と手助けしたい

人との意思疎通を促す実証事業を令和３年度から令和５年度にかけて実施した。
学生を対象とした体験交流会やワークショップの開催、プロスポーツの試合会場でのチラシ配布や「とっておきの音楽

祭」でのうちわ配布を通して、広く県民にスマートフォンアプリを活用した助け合いの呼びかけを実施した。
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④ 合理的な配慮のための環境整備促進事業補助金（R3～R5）
県内事業者が、障害者に配慮した環境整備を行う場合に整備費用を助成し、その優れたモデル的取組を県民や

事業者に広く情報発信を行った。
R3～R5の実績：補助件数２９件（宿泊業１６件、医療機関２件、観光施設１件、その他１０件）

交付額約２，１００万円

③相談体制の整備
・宮城県社会福祉士会に対し委託している宮城県障害者権利擁護センターについて、条例制定を機に、宮城県障害者差別
相談センターの名称も掲げることとし、障害者に対する虐待や障害を理由とする差別について、本人やその家族からの
相談に加え、障害者福祉施設や企業等からの相談にも随時対応を行った。

・障害を理由とする差別について、事業者の事案に関し、相談では解決しない場合には、当事者からの求めに応じ斡旋を
行う調整委員会を設置した。

④関係機関と連携した差別解消の取組
・県に寄せられた障害を理由とした差別に関する相談について施策協と情報共有し、必要に応じて紛争の防止・解決に
向けた議論を実施した。
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（２）取組状況を踏まえた課題と今後の方向性
【課題】
①差別解消や共生社会づくりに関する制度の浸透
令和４年12月に県が実施した県民意識調査では、「障害者差別解消法や共生社会づくり条例を知っている」と回答した
割合が26.7％と低い水準であるほか、令和５年３月に障害のある人に対して同様の質問をした基礎調査でも、同法や
同条例を「知っている」と回答した割合は 37.1％にとどまっており、制度の浸透を含め障害及び障害のある人に関する
相互理解は十分に進んでいるとはいえない状況にある。

②障害及び障害のある人に対する理解と合理的配慮の推進
県民意識調査において、障害を理由とする差別について「経験がある」、「その場に居合わせたことがある」と回答
した割合が22.7％であったのに対し、基礎調査で「差別の経験がある」と回答した割合は36.5％（知的及び精神の障害
がある人は約４割）となっており、県民の間でも意識の乖離が生じていると考えられることから、これらの解消に向け
た取組を進める必要がある。

【今後の方向性】
今後も、県民の障害等に関する理解を深めるための施策や相談・紛争防止体制の整備を推進するための施策の充実を図り

ながら、個別の相談事例の収集・分析等を通じた望ましい対応の共有や、アートやスポーツなど障害 のある人の社会参加や
交流機会の確保を通じた障害及び障害のある人に対する県民の一層の理解促進と周囲の人々の配慮の促進に取り組む。
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重点施策２ 雇用・就労等の促進による経済的自立
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【プラン掲載内容】
引き続き、障害のある人の雇用・就労の機会の拡充と職業能力の開発を図るとともに、就労支援施設等の企業的経営スキル

の向上や商品開発・販路開拓に向けた支援、共同受注体制の強化等を通じた工賃向上を促進します。
また、障害のある人の職域拡大に有効な農福連携等の取組を進めるとともに、就労支援施設等の商品・役務等に係る行政機

関等の優先調達を推進します。

（１）主な推進施策の取組状況
①安定した雇用の確保
・「宮城県障害者雇用支援のつどい」の開催、障害者就職面接会の開催、県内企業に対する障害者雇用要請の実施、精神
障害者雇用推進セミナーなどにより障害者雇用促進の啓発を図った。

・企業訪問による企業情報の収集・提供、雇用支援・助言、障害者雇用の普及・啓発のほか、セミナーや研修会、職場見学
会等の開催、好事例に関するハンドブックの作成・配布を行うことにより、企業における障害者雇用への理解を深め、
障害者雇用の推進を図った。

②就労支援施設等の経営力向上等を通じた工賃向上
・工賃水準を引き上げるため、就労支援施設等の経営改善等のために必要なコンサルタントの派遣や、セミナー・研修会を
開催した。

・働く障害者ふれあいフェスティバルを開催し、障害者が生産活動の訓練や社会参加の一環として作製した製品を紹介・
販売することにより障害者の職業的自立意欲を喚起するとともに、県民の障害者就労に関する認識を深める取組を行った。

・ＢＰＯを活用した工賃向上モデル事業として、日本財団との連携協定に基づき、共同受注方式により、県内外の企業から
切り出された軽作業・請負業務の受注を拡大させ、事業所へ年間を通じて安定した高工賃の仕事を提供していく体制づく
りに取り組んだ。
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③職業訓練・職業能力の開発
・宮城障害者職業能力開発校において、 就業に必要な職業能力の開発・向上を図るため実技を主体とした職業訓練を実施
するとともに、公共職業安定所等の関係機関と連携し、その就業を促進した。

・「障害者就業・生活支援センター」おいて、障害者の雇用に関係する職場適応支援と就労や雇用に当たっての日常生活、
社会生活上の支援を行い、障害者の職業生活における自立を図った。

・みやぎ障害者ＩＴサポートセンターを設置し、講習会や訪問指導の実施やＩＴに関する障害者からの相談に対する電話
対応や出張サポートを実施することにより、ＩＴの活用能力を向上させ、就労等を支援した。

・障害者の一般就労の促進に向け、県庁内等に発達障害者等を職場実習生として受け入れ、就業体験の機会を提供すると
ともに、就業に向けた技術の習得を支援した。

④多様な就業機会の創出
・就労支援事業所に対し、農業技術や６次産業化等に係る指導・助言や販路拡大等の支援を行うことにより、対象事業所で
働く障害者の農業分野への就労を促進した。

⑤行政機関等からの受注促進
・就労支援事業所の物品等のリストを作成し、課のＨＰへの掲載や市町村への情報提供を行うとともに、物品等の品質向上
について、専門家等の派遣や各種セミナーによる支援を行った。

・印刷物や図書購入など、優先調達の推進が期待できる物品等について庁内への周知を図るとともに、「１所属２調達
以上」の取り組みを推進した。
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（２）取組状況を踏まえた課題と今後の方向性
【課題】
①障害者雇用率の向上
障害者雇用促進法に基づく本県の雇用障害者数は、令和５年度で約6,800人、実雇用率は2.29％、法定雇用率の達成
企業数830社といずれも過去最高となったが、法定雇用率（令和５年度：2.3％）には達していない。

②福祉的就労から一般就労への移行を促進する環境整備
・雇用障害者数と比して福祉的就労者数の増加率が高い状況であり、一般就労をより増加させることが必要である。
・民間企業による実習受入れの機会が不足しており、より一層の企業側の理解と連携・協力が必要である。

③工賃水準の引き上げ
・本県の就労継続支援B型事業所における令和５年度の平均工賃月額は21,039円と全国でも比較的高い水準を維持
しているが、「宮城県工賃向上支援計画（第四期）」の目標額23,000円には達していない。

・事業所別の平均工賃月額の中央値は約18,000円であり、平均工賃月額が12,500円未満の事業所が全体の約３割と
なっている。

④中間的就労の場の創出を含む横断的な支援
発達障害などの障害特性を有しているが障害者手帳を所持しておらず、障害福祉サービスを受けられない就労困難者へ
の支援の必要性が生じている。

【今後の方向性】
・障害のある人の雇用・就労の機会の拡充に向け、企業の実習受入れ等の協力・連携を強化するほか、適切なアセス
メントと適切な支援により、福祉的就労からの一般就労移行の更なる促進を図るとともに、障害特性から就労困難と
なっている方々も含め、中間的就労の場など様々な就労機会を創出する取組への支援を継続する必要がある。

・職業能力の開発を図るとともに、就労支援施設等の企業的経営スキルの向上や商品開発・販路開拓に向けた支援、
ＢＰＯの共同受注等を通じた工賃向上を促進する必要がある。

・就労支援施設等の商品・役務等に係る行政機関等の優先調達とともに、民間企業・団体との連携による調達を推進する
必要がある。
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重点施策３ 自らが望む地域・場所で暮らせるための環境整備・人材育成

令和６年１１月１２日 令和６年度第１回宮城県障害者施策推進協議会 12

【プラン掲載内容】
障害のある人の地域生活への移行を進めるため、引き続きグループホームや地域生活支援拠点等の整備を進めるとともに、

利用者本位のサービス提供を可能にするための相談支援体制の充実や、介護人材の確保・育成、サービスの質の確保等に取り
組みます。
特に、障害のある子どもに対する切れ目のない支援体制の構築を図るほか、支援の必要性が高まっている発達障害に関する

支援体制の整備を推進するとともに、医療的ケア実施体制の充実に向けた取組を進めます。また、県全域における障害のある
人のセーフティネット機能が期待される県立障害者支援施設「船形コロニー」（※現「宮城県船形の郷」）については、老朽
化等への対応とともに、民間施設のバックアップ・地域の社会資源のコーディネートといった新たな役割を果たすことを見据
えた整備を進めます。

（１）主な推進施策の取組状況
①介護人材の確保・育成
・障害福祉分野における介護人材の確保・育成のため、無資格者が介護職員初任者研修を受講する際の受講費及び代替職員
人件費相当分の補助を行った。

・また、適切な指定居宅介護等のサービスの提供に当たり必要な知識及び技能を有する者の養成等を目的として、宮城県の
指定を受けた「指定研修事業者」が、各種研修を県内各地で開催できるよう指定を行った。

②住まい・支援拠点の整備等
ア 地域生活への移行の推進
・地域移行を促進するため、特に整備の必要性が高い重度障害者・精神障害者向けグループホームと地域生活支援拠点を
整備する際に、その経費の一部を補助した。
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イ 医療的ケア提供体制の整備
・令和４年度より医療的ケア児等相談支援センター（通称「ちるふぁ」）を開設し、医療的ケア児に関する相談対応を
した（R5相談件数：延1,037件）ほか、医療的ケア児者への直接支援に従事する支援者及び相談支援事業所等に
おいて支援を総合調整する医療的ケア児等コーディネーターを養成した。

ウ セーフティネット機能の確保・充実
・船形の郷の建替えについては、令和元年度から新居住棟２棟の建設工事を着工し、その後も段階的に工事を行い、令和
６年度より全面供用を開始した。

・入所者は、現状の社会資源や支援体制では地域生活への移行が困難な者が殆どであり、重度・最重度の障害者支援の
拠点として、民間施設や地域での生活が困難な者を受け入れるセーフティネット機能を果たしている。

③サービスの質の確保・向上等
ア 相談支援体制の充実
・サービス等利用計画・障害児支援利用計画の策定等を担う相談支援事業所や、総合的・専門的相談への対応、地域の
相談支援事業所の人材育成等において中核的な役割を担う基幹相談支援センターの従事者の確保・育成に係る研修を
実施し、障害のある人やその家族の意向を尊重した適切なサービスを提供する相談支援体制の充実を図った。

イ 障害児支援の充実
・「個別の教育支援計画」「個別の移行支援計画」を活用した就業・生活支援における教育、福祉、労働等関係機関の
継続的な支援体制の充実を図るとともに、職業教育の教育課程の検討、進路の学習等の指導の工夫、外部人材の作業
学習等への活用などを実施した。

・医療的ケアが必要な児童生徒の学習環境を整備するため、看護師を配置するとともに、巡回指導医の指導のもと、教員
が看護師と連携してケアを実施した。
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ウ 発達障害のある人の支援の充実
発達障害の社会的認知の高まりによる相談件数の増加や、支援ニーズの多様化により、「えくぼ」１センター体制での
対応が困難な状況となっていため、令和元年度に市町村等を一次支援機関、各圏域に発達障害者地域支援マネジャーを
配置し二次支援機関、「えくぼ」に加え、新たに、県直営の発達障害者支援センターを開設し三次支援機関と位置付け、
「機能分化と連携を軸に重層的な支援体制」への見直しを図った。

エ サービス提供に係る指導等
指定障害福祉サービス事業者等に対し、対象サービス等の質の確保、並びに自立支援給付等の適正化を図り、事業所等
の運営が健全かつ円滑に行われるよう、関係法令に基づき、自立支援給付等の対象サービス等の内容、及び自立支援
給付等に係る費用の請求等に関する指導を行った。
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（２）取組状況を踏まえた課題と今後の方向性
【課題】
①障害児に対する切れ目のない支援体制の構築
こどもの成長とともに支援のあり方に変化が生じるため、成長過程に合わせた効果的かつ一貫した支援の実施に向けて
異なる分野の関係機関の連携を一層進める必要がある。

②発達障害の早期支援・早期療育
県直営の「発達障害者支援センター」や「えくぼ」には、毎年多くの相談が寄せられており、発達障害のある人への
支援の必要性は、依然として高い。

③「医療的ケア」を要する人への支援の拡充
県内の医療的ケアを要する人の数は、令和５年１月１日現在で634人であり、全圏域で生活しているため、支援の
拡充を進める必要がある。

④障害のある人に対するセーフティネット機能等の充実
地域での生活が困難な障害のある人の重度化・高齢化や「親亡き後」を見据えた支援体制を整備する必要がある。

【今後の方向性】
・障害のある人の地域生活への移行を進めるため、障害当事者の意見などを踏まえながら、グループホームや地域生活
支援拠点等の整備を進めるとともに、利用者本位のサービス提供を可能にするための相談支援体制の充実や、介護人材
の確保・育成、サービスの質の確保等に取り組む。

・障害のある子どもに対する切れ目のない支援体制の構築を図るほか、発達障害に関する支援体制の充実を図るとともに、
医療的ケア実施体制や医療的ケア児者及びその家族への相談支援体制の充実に向けた取組を進める。

・地域での生活が困難な障害のある人の重度化・高齢化や「親亡き後」を見据え、建替整備が完了した県立障害者支援
施設「宮城県船形の郷」が県全域のセーフティネット、民間施設のバックアップ、地域の社会資源のコーディネートを
担うセンター機能を備えた拠点施設としての役割を果たしていく。
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３ 前期プラン（H30～Ｒ５）各論の実績

第１章 共に生活するために

第１節 「心のバリアフリー」の推進
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啓発・広報活動や相談体制の整備・相談員の資質向上等による差別解消・虐待防止・権利擁護の推進、福祉教育・地
域交流の促進、ボランティア活動の振興、手話通訳員の設置等による行政サービス等の配慮等を実施

開始年度 事業・取組 事業概要 Ｒ５までの実績

～Ｈ３０

ヘルプマーク ヘルプマークの作成・配布、ポスター・チラシの作成・配布 ・累計２２，２００個作成

パーキングパーミット制度
公共・商業施設などに設置されている障害者用等の駐車区画の利
用証交付

・交付枚数：延べ６，６１７枚
・協力施設：６３８施設

手話通訳員設置事業 手話通訳員を配置 本庁２人、地方公所５人

Ｒ２ 窓口コミュニケーション支援事業
タブレット端末を活用した遠隔手話通訳対応やコミュニケーショ
ン支援アプリケーション（ＵＤトーク）導入

Ｒ３までに、本庁１台、地方公所６台を導入済
み

Ｒ３

障害者差別等に関する理解の普
及・啓発事業

県民向け・事業者向けリーフレットの作成・配布
・県民：延べ７５，０００部
・事業者：延べ１７，０００部

環境整備モデル事業
合理的な配慮の提供ための施設改修や従業員向け研修実施への助
成（補助率３／４、上限額１００万円）

・補助件数：延べ２９件

スマホで助け合いサービス実証事
業

スマホ用手助けマッチング機能アプリ（メイアイ）を活用した相
互理解の促進

・体験交流会や講演会の開催、イベントへのPR
ブース出展、企業ワークショップへの参加、
チラシ、うちわの配布 等

障害者虐待防止対策支援事業 宮城県障害者差別相談センターの運営
運営委託
（一社）宮城県社会福祉士会
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第２節 「情報のバリアフリー」の推進
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手話通訳者・要約筆記者等や点訳・音訳奉仕員の養成等によるコミュニケーション支援、宮城県視覚障害者情報セン
ター・宮城県聴覚障害者情報センターの運営や点字・音声による県政だよりの配布等による障害の特性等に配慮したア
クセシビリティの向上を実施

開始年度 事業・取組 事業概要 Ｒ５までの実績

～Ｈ３０

手話通訳者・要約筆記者等
養成

手話通訳者や要約筆記者等の意思疎通支援者を養成するとと
もに、資質向上を目的とした現任研修等を実施

手話通訳
・実践課程：修了証交付者延べ３５人
・現任研修：受講者延べ５０９人
要約筆記
・修了証交付者延べ５６人

点訳・音訳奉仕員養成
視覚障害者の自立と社会参加を図るため、点訳・朗読を行う
奉仕員を養成するとともに、資質向上を目的とした講習会等
を実施

・点訳：受講者延べ７０人
・音訳：受講者延べ８４人
・ステップアップ：受講者延べ１，６１２人

宮城県視覚障害者情報セン
ター運営事業

点字図書や録音図書の貸出による視覚障害者への情報提供、
視覚障害に関する相談窓口等

運営委託
（公財）宮城県視覚障害者福祉協会

宮城県聴覚障害者情報セン
ター運営事業

出前講座の開催や意思疎通支援者（手話通訳者・要約筆記者
等）の派遣、聴覚障害に関する相談窓口等

運営委託
（一社）宮城県聴覚障害者福祉会

点字・声の広報等発行事業
文字による情報入手が困難な視覚障害者等に対し、点字又は
音声（CＤ）による県政だよりを配布

・点字版：２０２部（R5）
・音声版：５４０枚（R5）

Ｒ元
失語症者向け意思疎通支援
者養成

失語症者の自立と社会参加を図るため、失語症者向け意思疎
通支援者を養成

・養成研修：受講者延べ１１３人
・講師養成研修：受講者２４人

Ｒ３ 戦略的広報実践事業 知事定例記者会見への手話通訳本格導入 【知事発表項目】について、手話通訳を導入
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第３節 誰もが住みやすいまちづくりの推進
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改築・更新時におけるユニバーサルデザインの導入等による誰もが住みやすいまちづくりの総合的推進、バリアフ
リー化等による公益的施設等の整備、鉄道駅舎等におけるエレベーターの整備や低床バスの導入支援による公共交通機
関等の整備、歩行者空間のバリアフリー化に配慮した交通安全施設の整備等による道路交通環境の整備、盲導犬育成貸
与事業等による移動手段の確保を実施

開始年度 事業・取組 事業概要 Ｒ５までの実績

～Ｈ３０

都市公園安全・安心緊急支援
総合支援事業

改築・更新時にユニバーサルデザインを導入 老朽化した複合遊具の更新

バリアフリーみやぎ推進事業
「だれもが住みよい福祉のまちづくり条例」に基づき、公益的施設のバリアフ
リー化を促進する（条例に基づく適合証の交付）とともに、福祉のまちづくり
の推進のための普及啓発を実施

・適合証交付：延べ２２件
・福祉のまちづくり読本：
延べ９８，８２０部配布

地方生活バス路線の維持・活
性化事業

高齢者や障害のある人の乗り降りの負担を減らすため、ノンステップバスやワ
ンステップバス等の導入を促進

車両購入費補助：延べ１１８台

特定交通安全施設設備事業
歩車分離式信号機、視覚障害者用付加装置付信号機、音響式歩行者誘導付加装
置付信号機への改良等により、歩行者空間のバリアフリー化に配意した交通安
全施設を整備

補社分離式信号機への改良：延べ４７基
視覚障害者用付加装置の整備:延べ７４基
歩行者支援装置の整備：延べ１０８基
エスコートゾーンの整備：延べ
２，５００ｍ

盲導犬育成貸与事業 視覚障害者が使用する盲導犬を育成・訓練し、貸与 貸与数：延べ１３件

Ｒ３
鉄道駅舎等バリアフリー整備
事業

鉄道事業者が駅舎等にエレベーターを設置する事業に対し、市町村が費用を助
成する場合、または、市町村が駅舎等にエレベーターを設置する場合にその費
用を助成

亘理駅付帯施設及び館腰駅へのエレベー
ターの設置費用を助成
（１台／１，０００万円）
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第２章 いきいきと生活するために

第１節 活動・活躍の機会創出と参加促進
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図書館における音訳ボランティアの養成・郵送貸出サービスや宮城県障害者福祉センターの運営等による日中活動の
場・学習機会等の充実、障害者総合体育センターの運営・スポーツ教室の開催や障害者芸術文化活動の支援等によるス
ポーツ・レクリエーション・芸術文化活動の振興を実施

開始年度 事業・取組 事業概要 Ｒ５までの実績

～Ｈ３０

図書館ボランティア養成事業 音訳ボランティアを募集・育成し、サービス充実を図る。
・音訳ボランティア登録者数：延べ１０４人
・活動延べ人数：１，５７３人
・専門講座受講延べ人数：１８３人

図書館管理運営事業 来館が困難な方のための資料の郵送貸出サービス 貸出数：延べ３，７５２件（９，６９８点）

障害者福祉センター管理運営事業
障害に関する相談・研修事業や障害のある人の日中活動訓練の
実施等 運営委託

（福）宮城県障がい者福祉協会障害者総合体育センター管理運営
事業

障害者のスポーツの普及・振興、心身の健全な発展・自立と社
会参加促進を図る。

スポーツレクリエーション事業
大会・教室等を開催するほか障害者スポーツボランティアの養
成・ネットワーク構築のため研修を実施

・全国障害者スポーツ大会宮城県選手団派遣
・障害者スポーツ大会：延べ２、６９８人参加
・スポーツ教室開催回数：延べ４９回 等

障害者芸術文化活動支援事業
障害者の芸術文化活動を行う事業所を支援する「支援拠点」を
設置（相談支援、支援者の人材育成、展示会の開催、関係者の
ネットワークづくり）

運営委託
（ＮＰＯ）エイブル・アート・ジャパン

障害者芸術祭開催事業
障害のある人もない人も参加する「とっておきの音楽祭」の開
催費用の一部を助成

主催：とっておきの音楽祭実行委員会



「みやぎ障害者プラン」の成果報告について 宮城県障害福祉課

第２節 多様なニーズに対応したきめ細かな教育の充実

令和６年１１月１２日 令和６年度第１回宮城県障害者施策推進協議会 20

特別支援学校コーディネーターの幼稚園等への訪問・助言等のよる切れ目のない支援体制の構築、医療的ケアが必要
な児童生徒のための学習環境整備や教職員への研修等による多様な教育的ニーズに応じた学びの場の実現、特別支援学
校に在籍する児童生徒と居住地の小・中学校の児童生徒の交流等による共生社会の実現を目指した理解の促進を実施

開始年度 事業・取組 事業概要 Ｒ５までの実績

～Ｈ３０

発達障害早期支援事業
特別支援学校コーディネーターが、幼稚園・保育所を訪問し、
課題解決の助言を実施

実施件数：２１５件（R4実績）

特別支援学校医療的ケア推進
事業

医療的ケアが必要な児童生徒の学習環境を整備するため、看
護師を配置するとともに、巡回指導医の指導のもと、教員が
看護師と連携してケアを実施する体制を整備

・医療的ケアを必要とする児童生徒に対しケアを実
施：対象数延べ６９２人（実施校延べ９６校）
・巡回指導医が医療的ケア実施校を巡回し、指導助言
を実施：訪問回数延べ５１０回（対象校延べ８０校）

特別支援教育専門性向上推進
事業

障害のある幼児児童生徒に対する校内支援体制の充実に向け
たコーディネーターの養成や管理職・特別支援教育担当教員
等に対する研修

・特別支援教育コーディネーター（新担当）：受講者
数１３０人
・新任管理職研修：受講者数１３８人 ※R4実績

私立学校特別支援教育費補助
私立学校（特別支援学校、幼稚園等）における特別支援教育
に要する経費について助成

・特別支援学校：延べ９校
・幼稚園：延べ５４５園

特別支援教育システム整備事
業
（居住地校学習推進事業）

「共に学ぶ教育」の推進を図るため、特別支援学校に在籍す
る児童生徒が、居住地の小・中学校の児童生徒と共に学習活
動を行うことにより、障害のある児童生徒の社会参加の促進
と地域における特別支援教育に関する理解促進を図る。

新型コロナウイルス感染拡大の影響により、オンライ
ンによる遠隔交流学習やビデオレター・手紙のやりと
りを実施
・交流先小中学校：延べ１，２９８校
・参加児童生徒数：延べ１，９０７人

R5
視覚障害・聴覚障害のある乳
幼児に対する教育相談充実事
業

視覚や聴覚に障害のある乳幼児に対して切れ目のない教育支
援体制の充実、強化を図るため、乳幼児教育相談事業を担う
視覚及び聴覚支援学校の教育相談担当教員の専門性を高め、
質の高い地域支援の提供を行う。

・教育相談担当者の専門性向上に向けた専門家による
校内研修等の実施
・遠方の乳幼児を対象とした各地域における移動教育
相談
・早期教育に関する普及パンフレットの作成 等



「みやぎ障害者プラン」の成果報告について 宮城県障害福祉課

第３節 雇用・就労の促進

令和６年１１月１２日 令和６年度第１回宮城県障害者施策推進協議会 21

企業向けセミナーの開催等による啓発活動の推進、企業向け雇用支援や障害者就業・生活支援センターの設置等によ
る障害者雇用率の向上（雇用・一般就労及び就労定着に向けた支援）、障害者工賃向上支援総合対策事業やみやぎ障害
者ITサポート事業等による福祉的就労の促進と工賃向上に向けた支援を実施

開始年度 事業・取組 事業概要 Ｒ５までの実績

～Ｈ３０

障害者雇用プラスワン事業
企業訪問による企業情報の収集・提供、雇用支援・助言、障害者
雇用の普及・啓発のほか、セミナーや研修会、職場・学校見学会
を実施

・訪問企業数：延べ１，７５９件
・企業向けセミナー開催数：延べ５０回
・学校見学会開催数：延べ７０回
・就職件数：延べ４３２件

障害者就業・生活支援センター
事業

障害者の職業生活における自立を目的として、障害者の雇用に関
係する職場適応支援や就労や雇用に当たっての日常生活・社会生
活上の支援を実施

・設置数：７か所（各圏域に１か所）
・登録数：３，１９３人（R5）
・支援数：延べ１１４，６９９件
・就職数：延べ１，６９６件

障害者工賃向上支援総合対策事
業

工賃向上に向けた経営力強化のための研修会の開催や専門家等の
アドバイザー派遣、日本財団と連携し、ＢＰＯを活用した受注開
拓、就労事業所のネットワーク強化、新たな業務の受注体制整備
等を実施

ＢＰＯ活用工賃向上モデル：延べ１４０件
（１２３事業所受注）

農福連携による工賃向上支援
・アドバイザー派遣：延べ１４事業所 等

みやぎ障害者ITサポート事業
障害者向け基礎技能の習得を目的とした研修（ＩＴ講習会）及び
より高度な技術を習得し、就労のためのスキルアップを目指す研
修（スキルアップ研修）を実施

・訪問講習：受講者数延べ９２人
・スキルアップ講習会：受講者数
延べ５２７人

Ｒ４
働く障害者の官民応援による共
生社会推進事業

参加企業からの業務受注機会の確保及び就労施設生産商品の社員
向け販売機会の確保等を目指し、県内主要企業及び団体による福
祉的就労施設応援団組織を結成

・受注実績：延べ５２８事業所



「みやぎ障害者プラン」の成果報告について 宮城県障害福祉課

第３章 安心して生活するために

第１節 相談支援体制の拡充

令和６年１１月１２日 令和６年度第１回宮城県障害者施策推進協議会 22

相談支援従事者の育成や障害特性に応じた相談支援体制の充実等による相談支援の充実強化、利用者本位のサービス
の提供、地域支援体制の整備を実施

開始年度 事業・取組 事業概要 Ｒ５までの実績

～Ｈ３０

サービス管理責任者研修事業
サービスの質の確保に必要な知識・技能を有し、個々の利用者の一連
のサービス提供プロセス全般の責任を担うサービス管理責任者の養成
研修を実施

・基礎研修：修了者数延べ１，４２２人
・実践研修：修了者数延べ５２５人
・更新研修：修了者数延べ１，８２５人

障害者相談支援従事者研修事
業

地域の障害者等の意向に基づく地域生活を実現するために必要な各種
サービスの総合的かつ適切な利用支援等の援助技術を習得すること等、
相談支援に従事する者の資質の向上を目的とした研修を実施

・初任者研修：修了者数延べ５２４人
・現任研修：修了者数延べ４７７人
・専門コース別研修：修了者数１５６人
・主任研修：修了者数４２名

消費生活講座の開催 消費者被害の未然防止や対処法について出前講座等を実施

消費生活講座の開催：延べ２０回
（光明支援学校、障害者職業能力開発校、
県立支援学校岩沼高等学園、視覚支援学校、支援

学校仙台みらい高等学園 等)

障害児等療育支援事業
各圏域に、障害者やその家族等が身近な地域で療育相談や指導が受け
られる相談窓口を設置

相談件数（H30～R5累計）
実件数１，５１８件、延べ件数６、２０２件

Ｒ元 発達障害者地域支援マネ
ジャー配置事業

各圏域で中核となる事業所等に発達障害者地域支援マネジャーを配置
相談件数（H30～R5累計）
実件数１，０６５件、延べ３、６２８件

Ｒ４ ヤングケアラー支援体制整備
事業

学校等を通じた実態調査や市町村等への専門家派遣による助言、ヤン
グケアラーやその保護者を対象にした相談対応等を実施する民間団体
の活動経費を助成

実態調査、関係機関職員研修、専門家派遣、民間団
体と連携した相談支援等の実施 等



「みやぎ障害者プラン」の成果報告について 宮城県障害福祉課

第２節 生活安定のための支援

令和６年１１月１２日 令和６年度第１回宮城県障害者施策推進協議会 23

障害基礎年金・特別障害者手当・特別児童扶養手当等の充実に関する国への継続的な働きかけ、障害者医療費助成制
度の適正な運営や指定難病等の患者の通院介護に要する費用助成等による経済的負担の軽減、社会福祉法人宮城県社会
福祉協議会への助成を通じた生活福祉資金の貸付け、自立支援医療費の給付や指定難病や小児慢性特定疾病等の治療に
要する医療保険の自己負担分の助成等による公費負担医療制度の運用を実施

開始年度 事業・取組 事業概要 Ｒ５までの実績

～Ｈ３０

特別障害者手当等給付事業
重度の障害によって生じる特別の経済負担の一助とし
て手当を支給

R5受給者数：延べ５，５１１人

障害者医療費助成事業
健常者に比べて医療を必要とすることの多い心身障害
者が医療を受けた場合の自己負担分を助成

R5対象者数：４４，０６９人

生活福祉資金貸付事業
障害者等に対し、資金の貸付けと必要な相談支援を行
う社会福祉法人宮城県社会福祉協議会の事務費等への
助成

貸付実績（R5）：175件、95,549千円
※低所得者世帯、高齢者世帯等への貸付けを含む。
※ほか特例貸付の受付終了に伴う貸付原資の国庫返還が
592,327千円

精神通院医療費公費負担
精神科医療機関へ通院している自立支援医療費（精神
通院医療）受給者の医療費を公費で負担

レセプト件数：３３１，３１９件（R5）

指定難病等医療費助成事業
原因が不明で、治療方法が確立していない指定難病等
について、治療研究の推進及び患者・家族の経済的負
担の軽減を図る。

医療受給者証交付者数（R5）：１０，７４８人



「みやぎ障害者プラン」の成果報告について 宮城県障害福祉課

第３節 在宅・施設サービス等の充実と提供体制の整備

令和６年１１月１２日 令和６年度第１回宮城県障害者施策推進協議会 24

開始年度 事業・取組 事業概要 Ｒ５までの実績

～Ｈ３０

介護・訓練等給付費
障害福祉サービスに係る県負担分
・事業主体：市町村
・負担割合：国１/２、県１/４、市町村１/４

サービス利用障害者数（R5）：１８，１８３人

障害者福祉施設整備費補助
社会福祉法人等が行う社会福祉施設等施設整備事業への助成
（補助率：３／４）

実施法人：延べ３８法人
障害福祉サービス事業所等の創設・大規模修繕等：延べ
４３件

社会参加促進事業
視覚障害者、聴覚障害者、疾病等により喉頭を摘出し音声機能
を喪失した者等が家庭生活・社会生活に必要な訓練指導、講習
会等を実施

講習会等（累計）
・視覚障害者：参加者延べ１，５０３人
・聴覚障害者：参加者延べ ２０８人 等

介護機器普及事業 福祉用具の展示、介護・住宅改修等の相談を実施 相談件数：累計９７３件

県立障害児・者施設の管理運
営

啓佑学園、第二啓佑学園、船形の郷、七ツ森希望の家、援護寮
の運営

運営委託
（福）宮城県社会福祉協議会

船形の郷（旧船形コロニー）
再整備事業

船形の郷（旧船形コロニー）の施設・設備の老朽化に伴う建替
え

進捗に応じ一部供用開始、Ｒ６全面供用開始

Ｒ４
障害福祉サービスの質の向上
のための介護人材の確保・育
成支援事業

ＩＣＴ導入・活用等による業務改善、職場環境改善等の取組を
支援

職場の業務改善支援セミナー：累計４回
業務改善・職場環境改善の個別支援：累計２８事業所

在宅サービス等の提供体制整備、障害福祉サービス事業所の創設や改修に要する費用への助成等による地域における
生活の場の確保、家庭生活や社会生活に必要な訓練指導や講習会等の実施による各種生活訓練等の充実、福祉用具の普
及促進等、船形の郷の再整備等による施設入所支援の充実、介護人材の育成・確保とサービスの質の向上を実施



「みやぎ障害者プラン」の成果報告について 宮城県障害福祉課

第４節 保健・医療・福祉等の連携促進

令和６年１１月１２日 令和６年度第１回宮城県障害者施策推進協議会 25

開始年度 事業・取組 事業概要 Ｒ５までの実績

～Ｈ３０

健康増進事業等補助事業
療養上の保健指導が必要であると認められる者及びその家族
等に対し、保健師等が訪問し、その健康に関する問題を総合
的に把握し、必要な指導を実施

訪問指導（R5）
・実施市町村：２５市町村
・対象者：延べ１，６０６人

精神障害者救急医療システム
運営事業

精神科救急情報センターの運営や精神医療相談への対応、精
神科救急医療確保（精神医療センター及び輪番病院における
空床・診察医師確保）を実施

処置内容（R5）：相談８０件、外来診断１３２件、
入院１７２件

心のケアセンター運営事業 みやぎ心のケアセンターの運営費助成等を実施
補助対象者
（公社）宮城県精神保健福祉協会

発達障害者支援センター運営
事業

発達障害者支援センター「えくぼ」を中核として、 発達障害
のある人やその家族、支援者等に対し、総合的な支援を実施

えくぼ（R5）
・運営委託：（福）宮城県社会福祉協議会
・相談件数：実４８９件、延べ５２７件

高次脳機能障害者支援事業
相談支援等を行うとともに、関係職員や従事者の資質向上を
目的とした研修会等を開催

・相談件数：直接相談延べ４４０件
・研修会：参加者６６７人

Ｒ２
ひきこもり支援推進事業（ひ
きこもり居場所支援モデル事
業）

社会参加や孤立防止のための居場所支援（北部・南部に１箇
所ずつ設置（委託）し、民間団体に委託）

居場所支援（R5）：延べ８１６人

Ｒ４
医療的ケア児等体制整備推進
事業（相談支援センター運
営）

医療的ケア児等とその家族が適切な支援を受けることができ
るようにするための支援センターを運営

運営委託
（一社）宮城・仙台障害者相談支援従事者協会

保健・医療・福祉等の連携促進、救急医療体制の整備、精神疾患対策の拡充、発達障害に対する支援、高次脳機能障
害に対する支援、医療的ケア体制の整備を実施



「みやぎ障害者プラン」の成果報告について 宮城県障害福祉課

第５節 防犯・防災対策の充実
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開始年度 事業・取組 事業概要 Ｒ５までの実績

～Ｈ３０

県民からの相談対応体制
の強化（交番相談員等）

警察安全相談、遺失・拾得取扱い、地理案内等を通じ
て、地域住民の多様な意見及び要望に迅速かつ的確に
対応するため、交番相談員の体制を強化

（R5実績）
・交番相談員（県内１３警察署に３６人（１交番欠員）配置）
・警察安全相談：５１２件
・他意見要望：４７２件
・遺失拾得：１８，５４２件
・地理案内：８，９１０件

土砂災害危険箇所におけ
るハード対策

土砂災害の危険度や優先度等の高い箇所において、重
点的に砂防えん堤等のハード整備を進め、効果的な土
砂災害防止施設の整備を実施

（R5実績）
・急傾斜地崩壊対策事業：実施９箇所
・砂防事業：実施５箇所、うち完了１箇所

大規模災害時医療救護体
制整備事業

大規模災害時に医療救護活動を迅速かつ的確に行うた
めの体制整備を推進

・大規模地震時医療活動訓練：宮城県参加者延べ２１３名
・東北ブロックＤＭＡＴ参集訓練：宮城県参加者延べ１８８名

土砂災害警戒区域等の指
定

土砂災害防止法に基づく基礎調査の実施及び土砂災害
警戒区域等の指定を行い、住民に土砂災害の危険性を
周知

（R5実績）
土砂災害警戒区域６４箇所を新規指定

交番相談員の体制強化等による防犯対策の充実、土砂災害危険個所におけるハード対策や大規模地震時医療活動訓練
への参加、土砂災害警戒区域の指定等による大震災の教訓を踏まえた防災対策の充実を実施


